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第１回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  平成２９年１月１０日（火）１０：００～１１：３０ 

 

２．場 所  中央合同庁舎第８号館５階共用Ｃ会議室 

 

３．出席者  内閣府原子力委員会 

        岡委員長、阿部委員、中西委員 

       内閣府原子力政策担当室 

        進藤次長、室谷参事官、川渕企画官 

       公益財団法人 地球環境産業技術研究機構（ＲＩＴＥ） 

        システム研究グループ グループリーダー 秋元圭吾氏 

 

４．議 題 

 （１）「原子力利用に関する基本的考え方」について（公益財団法人 地球環境産業技術研

究機構（ＲＩＴＥ）システム研究グループ グループリーダー 秋元圭吾氏） 

 （２）その他 

 

５．配付資料 

 （ １ ）地球温暖化対応を踏まえたエネルギー戦略と課題 

 （ ２ ）第３５回原子力委員会定例会議議事録 

 

６．審議事項 

（岡委員長）それでは、時間になりましたので、ただいまから第１回原子力委員会を開催いた

します。 

  本日の議題は一つ目が「原子力利用に関する基本的考え方」について、二つ目が「その他」

です。 

  本日の会議は、１１時３０分を目途に進行させていただきます。 

  それでは、事務局から説明をお願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。 
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  １件目の議題は「原子力利用に関する基本的考え方」に関する有識者ヒアリングというこ

とでございます。 

  原子力委員会では、原子力利用に関する基本的考え方の策定に向けて、これまで理解の深

化、根拠に基づく情報体系の整備についてや軽水炉の利用についてなど、重要なテーマに

ついて検討を行ってきております。 

  本日は地球温暖化の観点から検討を深めるため、公益財団法人地球環境産業技術研究機構

（ＲＩＴＥ）のシステム研究グループグループリーダー秋元様に御出席いただいておりま

す。本日は秋元様より御説明を頂いた後、委員との間で御質疑を頂く予定でございます。 

  よろしくお願いします。 

（岡委員長）秋元様は多年にわたり地球環境産業技術研究機構等において、エネルギー環境シ

ステムの分析評価や地球温暖化対応戦略の研究を行っておられます。さらに、国連気候変

動に関する政府間パネルにおける第５次評価報告書代表執筆者として報告書執筆に携われ

ていました。本日はこれまでの御経験を踏まえ、「原子力利用に関する基本的考え方」に

ついて御意見を伺いたいと思います。 

  それでは、秋元様、よろしくお願いします。 

（秋元氏）それでは、座って御説明させていただきたいと思います。本日はお招きいただきま

して、どうもありがとうございます。もう既に御紹介いただきましたけれども、地球環境

産業技術研究機構の秋元と申します。よろしくお願いします。 

  私は温暖化をシステム的に分析するというのが専門ですけれども、御承知のように温暖化

というのはエネルギーと裏表の関係にありますので、そういう中で、全体のエネルギーシ

ステムをどう考えるのかということに関して、システム的な視点から分析評価を行ってき

ています。そういう中で、私の問題意識ということを含めて、今日御説明させていただけ

ればと思います。 

  資料、少し分厚いので、スキップしながら御説明させていただきたいと思います。 

  めくっていただいて、目次です。今日御説明させていただく内容は、温暖化問題というの

は非常になじみが深いものではありますけれども、その位置づけと現状について簡単に御

説明させていただきまして、それから、パリ協定が一昨年末に合意されて、昨年末１１月

に発効しているという状況ですので、それを踏まえて、我々、世界的に温暖化対策を進め

ていかないといけないという状況にありますので、その状況を御説明させていただきたい

と思います。 
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  一方、電力システム改革が御承知のように進められておりますので、それのもとで原子力、

そして、温暖化対策がどういうふうに行われ得るのかということについて話をさせていた

だいて、まとめたいと思います。 

  最初、１番目、温暖化問題の位置づけと現状についてです。４ページ目を御覧ください。

これは世界の平均気温の推移を示しているものです。非常に上に行ったり、下に行ったり、

変化はあるわけですけれども、長期的に見て、上昇傾向が見られますということでござい

ます。２０１５年の世界平均気温は史上最高を記録しており、昨年２０１６年についても

恐らく史上最高になるだろうというふうに言われています。このように気温上昇が進んで

きているという事実を認識しておく必要があるかと思います。 

  ５ページ目ですけれども、その中で、どういう状況になりつつあるのかということでござ

います。地球温暖化しますと、海水温が上昇します。それによって海水の蒸発が増して、

大気中の水蒸気が増加すると。豪雨や大型台風が多発するというふうに言われています。

例えば、そういう実感として、我々、日本においても、例えば２０１４年８月に豪雨によ

って、広島土砂災害が起こって、非常に大きな被害があった。そして、２０１５年９月に

おいても、豪雨で鬼怒川堤防が決壊するなど、非常に大きな被害があったわけです。昨年

に至っては、台風１０号で北海道等で非常に大きな影響があったという状況でございます。

こういった一つ一つの事象が、全て人為的なＣＯ２排出によって引き起こされたと特定する

ことはできないわけです。ただ、こういったような被害が増えつつあるのではないかとい

う懸念はしっかり持つ必要があって、これに対する対応、リスクへの対応ということを進

めていくことは重要だろうと考えるわけです。 

  めくっていただいて、６ページ目です。これは昨年、サンゴが非常に白化しているという

状況でございます。過去にも白化した状態はあったわけですけれども、例えば、昨年でい

きますと、オーストラリアのグレートバリアリーフでかなりサンゴが白化が進んで、過去

最悪規模になっているという状況ですし、沖縄の部分での石垣島付近でのサンゴについて

も、既に９７％が白化して、死滅しているのが５６％というような状況でございます。こ

こでも温暖化との関係が絶対的にこれがＣＯ２起因の温暖化によって引き起こされたという

ふうに断定することは科学的には今できないわけではございますけれども、ただ、通常、

１℃海水温が上昇すると、サンゴの白化が進むということが言われていますので、そうい

った中で、こういった事象が非常に頻発しつつあるということに関して、リスクをしっか

り認識するということが重要だと考えております。 
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  もちろんこれ以外にも、いろいろな温暖化影響によって様々な被害というものが想定され

るわけです。もちろん別に温暖化したことによってメリットが得られる部分もあると。例

えば食料生産なんかでいくと、少しの温暖化によっては、むしろ食料生産が増すという部

分もあると推定されますけれども、ただ、やはり温暖化が進めば、一方、悪影響の方が大

きくなってくるだろうというのが多くの共通した知見でございます。 

  一方、７ページ目です。ただ、温暖化問題は非常にそうやって煽（あお）る向きもあるわ

けですけれども、私はそれは若干間違っているかなと思っています。温暖化問題に関して

は不確実性がまだ大きいという状況でございます。７ページ目は典型的な不確実性につい

てのみ書いているものでございますけれども、気候感度という概念がございます。これは

濃度が倍増したときに、最終的に気温がどれぐらい上がるのかという指標でございます。

これは最終的に上がるというのは平衡気候感度という言い方をしますけれども、ＩＰＣＣ

の報告書では、第３次評価報告書、これは２００１年に発効されましたけれども、そのと

きは１．５から４．５℃の幅がもっともらしいというふうに評価しておりました。そして、

最良推定値が２．５℃、一方、２００７年に出版された第４次評価報告書においては、

２℃から４．５℃ということで、下限が少し、０．５℃引き上げられたわけです。最良推

定値も３℃ということで、０．５℃引き上げられたという状況でございます。 

  ただ、最新の第５次評価報告書、これは２０１３年になりますけれども、このときは１．

５から４．５℃ということで、また下限値が引下げされたと。そういう形で、温暖化の研

究というのは、非常に進められているわけですけれども、なかなかはっきりしたことがま

だ分かっていないというのが事実だろうと思います。 

  ただ、人為的ＣＯ２排出によって気温上昇が引き起こされているという事実に関しては、

これに関しては９５％以上の確率でもっともらしいだろうという判断をしているというこ

とでございます。 

  よって、やはりＣＯ２排出にいかに対応していくのかということは真剣に考えないといけ

ない。ただ、不確実性がある中で、どうリスクをマネジメントしていくのかということが

重要だというわけでございます。 

  ８ページ目でございます。そういう中で、温暖化対策を世界で進めてきております。ただ、

そういう中で、実際にこの絵は横軸に世界のＧＤＰをとって、縦軸に世界のＣＯ２排出量を

とったものです。御覧いただいて分かるように、ＧＤＰの成長とともに、ＣＯ２排出量が非

常に強い関係を持って上昇してきているというのが、過去の状況でございます。 
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  一方、温暖化対策は進めてきたのですけれども、実は２００９年のリーマンショックで若

干下がったわけですけれども、これは経済も下がったと。ただ、それ以降、ＣＯ２の排出は

むしろ速度を速めてきたというのが実態でございます。何が起こったかと言いますと、京

都議定書のもとで十分な世界全体での対策がとれずに、中国等を中心にＣＯ２が急増したと。

これは鉄鋼とかセメントの生産を非常に大きく行ったことによってＣＯ２が増えてきたわけ

です。ただ、それが２０１３年から横ばい傾向にあります。これは何が起こっているかと

いうと、鉄やセメントを余剰につくり過ぎていて、今、生産調整をしているために、ＣＯ２

が横ばいになっていることが非常に一つの大きな理由です。もう一つの理由は、シェール

ガスの影響です。シェールガスによって、米国が石炭からガスへシフトしているという状

況の中で世界のＣＯ２排出量は抑制傾向にあるというわけです。 

  最近、主張されるのは、これが横ばい傾向にあるのが再生可能エネルギーの影響だという

ふうに主張される方もいるのです。我々の要因分解からしますと、再生可能エネルギーの

影響は、それらに比べて比較的小さくて、もちろん効果はあるのですけれども、一番大き

いのは、鉄とかセメントの中国での生産の調整、２番目がシェールガスの影響、そして、

３番目が再生可能エネルギーということで、必ずしも、再生可能エネルギーによって、こ

れが抑制されてきているというふうに言ってしまうのは、間違っているというふうに考え

ています。 

  また、国によっては、例えば英国とかスウェーデンは経済成長しながらＣＯ２排出は減っ

てきています。ただ、これは何が起こっているかと言うと、国内で製造業をやらなくなっ

て、サービス産業とかにシフトしたことによって、ＣＯ２が減っていると。ただ、これは製

品は外から買ってきているわけです。買ってきているので、世界のどこか別の国でつくっ

て、ＣＯ２を排出しているので、結果として、そのＣＯ２も自国のＣＯ２にカウントしてしま

うと、ＣＯ２はむしろ増えているという状況で、なかなか世界でＣＯ２を減らしながら経済

成長しているという実績がある国は、今のところは余り見受けられないわけです。よって、

何かと言いますと、非常にやっぱり我々というのは、エネルギーを使いながら、そこで、

経済を成長させながら一方でＣＯ２を減らすという手段をどうやってとっていくのかという

ことが非常に重要で、これはなかなか簡単な解ではない。エネルギーが安価な形でＣＯ２が

減るような形にならないと、なかなか経済成長はできなくて、できたとしても製造業を追

い出して、サービス産業に変わっていくだけで、世界全体では何も対策になっていないと

いうことになりかねないというわけです。 
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  ９ページ目、そういう中で、更に国際政治的な不安定性が温暖化問題に降りかかってきて

いるわけです。後で御紹介しますけれども、パリ協定で、うまくいい合意ができたわけで

すけれども、そうは言っても、最近の英国ブレグジットであるとか、米国トランプ政権の

誕生という中で、温暖化対策が引き続きできるのかどうかということが難しくなっている

というわけです。 

  英国はどう考えているかというと、温暖化対策には積極的にこれ以降も取り組むというふ

うに言っております。ただ、ブレグジットが何で起こったかということの本質を考えます

と、製造業労働者の雇用問題などと深く関与している。これは先ほど申しましたように、

サービス業に移行している中で、ＣＯ２は減っているのだけれども、製造業の雇用が失われ

てきているので、そこへの不満というものが、ブレグジットを引き起こした一つの要因で

あるわけです。そうしますと、なかなか今後ということを考えると、エネルギー価格を上

げるという形の中でＣＯ２対策を進めることは難しくなっている。これまで英国がやってき

たのは、再生可能エネルギーに関する補助金をたくさん出して、再生可能エネルギーを増

やそうとしてきたのだけれども、ある程度増えてきたのだけれども、非常に不安定性が出

てくる部分と電力料金が非常に上がってきて、製造業に一層ダメージが及んできていると

いう中で、難しくなってきて、再エネ負担が耐えられずに、再エネ補助金等を打ち切って

いるというような状況にあります。 

  米国トランプ政権では、もう同じような状況で、今後、多分、シェールガス開発や石炭利

用など、エネルギー価格を安価に導くような政策が推進されるという中で、日本の製造業

の競争力という部分でも、一層、国際的な競争が厳しくなってくるのではないかというふ

うに考えられるわけです。 

  よって、日本は温暖化問題にやっぱりしっかり取り組んでいくことは重要なのだけれども、

ただ、温暖化問題は国際協調ということで成り立つわけですので、そういう不安定性の中

で、日本としては、エネルギー価格を抑制しながら温暖化対策を進めていくということを

しないと、製造業の競争力を失ってしまうということになりかねないので、エネルギーの

安定供給、そして、低廉なエネルギー価格というのは非常に重要な問題になってくるとい

うふうに考えています。 

  続いて、パリ協定の概要とその意味で、パリ協定は皆様、御承知のことと思いますので、

１１ページ目、簡単にだけ御紹介しますけれども、２℃目標というものを掲げたというの

が、一つ大きなところだろうというふうに思います。そして、１．５℃目標というものも
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掲げています。これはちょっと単なるアピールというふうに思ったらいいと思いますので、

ただ、２℃目標という厳しい目標を掲げたと。そして、長期的、２１世紀末には世界の排

出量を、吸収と排出のバランスをはかると言っていますので、正味でゼロ排出にするとい

うような目標を掲げたということでございます。御承知のように、日本は２０３０年目標

としては、２６％削減目標を掲げたという状況でございます。 

  まず２０３０年目標の評価ということで、お話をさせていただきたいと思います。ただ、

各国が排出削減目標を出していますので、それがどういう位置づけにある目標なのかとい

うことを評価しないといけない。要は勝手に緩やかな目標を出しているかもしれないし、

意欲的な目標ではないかもしれないというわけです。そういうことを計測する必要があり

ます。 

  １３ページ目は基準年比でとったときの各国の排出削減率を示したものです。日本は２０

１２年比にしますと、２５％削減目標ということになりますけれども、例えばスイスやノ

ルウェーはもっと高いです。４８％とか４３％といったような目標を掲げております。一

方、下の方に行きますと、中国、トルコ、インドといったところは、かなり排出を基準年

から増やすというような目標を掲げているという状況です。 

  １４ページ目、１人当たりの基準年と言いますと、どこを基準年にとるかとか、将来の潜

在的な経済成長率が違ったりしますので、なかなか難しいので、別の指標でも見ましょう

ということです。１４ページ目は、１人当たりの排出量で見るということですけれども、

日本は２６％削減目標を達成したとしますと、２０３０年に１人８．９トンぐらいのＣＯ２

排出量になるということで、ＥＵに次いでぐらいというような、ここでのランキングにな

ります。一方、中国につきましては、日本よりも増えるということです。１人当たり排出

量で見ても、日本よりも増えるような目標しか出していない。目標としては、非常にこれ

は原単位目標という形で中国は提出していますけれども、６０から６５％削減と言ってお

りますけれども、これは原単位目標ですので、経済成長等を換算して、１人当たりに焼き

直すと、１１．８トンということで、途上国というような形で、今は日本よりも１人当た

り排出量は小さいですけれども、２０３０年になると、両者、目標を達成したとしても、

日本よりも中国の方が排出が大きくなるような形になる。非常にそういう中で、競争をど

うしていくのかということは、中国との製造業の競争をどう考えていくのかということは、

問題になってくるだろうと考えているわけです。 

  １５ページ目は、削減費用で見たものです。なかなか、いろいろな指標で見るには、排出
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削減努力を評価するには、削減費用を見るというのは、非常にいい指標なわけです。もろ

もろの状況、要は再生可能エネルギーをどれぐらい増やせるのかとか、省エネルギーを既

にどれぐらい達成しているのかというようなことが、削減費用を見ると、全部反映されて

きますので、そういう面で、どれぐらい難しい目標なのかということの評価には、非常に

削減費用を見るというのはいいわけです。１５ページがそれを示したもので、各国が出し

ている目標からすると、スイスが一番高くて、日本がほぼ同じく２番目、３番目がＥＵ等

になっています。一方、インド、ウクライナ、中国あたりはゼロということですので、こ

れは成り行きに任せて対策をとって、省エネ等をやっていけば、自然と出している目標は

達成できる水準でしかないというわけです。要は、ここに限界削減費用に大きな差がある

ということは、カーボンのリーケージ、産業のリーケージが起きやすいということになっ

ています。日本がそれだけ高いエネルギー価格の対策をしながら、産業をやっていかない

といけないということですので、競争力が失われる可能性があるような目標になっている

ということでございます。 

  それで、続いて、長期の話です。長期でどう考えればいいのかということですけれども、

パリ協定では２℃目標というのを掲げていますけれども、２℃目標を実現するためには、

どういったＣＯ２の排出経路をとればいいのかというのが、１７ページ目に示しております。

これは先ほど申しましたように、気候感度には非常に幅がありますので、気候感度のうち

の、ただ０．５℃だけ幅があったというふうにして、ずらした場合を含めて、不確実性の

幅を示して、ＣＯ２の排出量の推移を示しています。 

  一つ言えることは、長期的にはゼロ排出が必要だということは疑いのない、これは気温を

安定化しようとするからには、長期的にはゼロ排出が必要になってくるということでござ

います。何℃で安定化しようとしても関係なくて、いずれはゼロ排出が必要になってくる

というのが、我々が温暖化対策で求められている状況だというわけです。 

  一方で、２０５０年ごろまでの、短中期で見た場合には、かなり不確実性があると。これ

は先ほど申しました、気候感度の不確実性等がありますので、非常にここに関しては、ま

だ柔軟性の余地はありますということです。 

  １８ページ目は、ＧＨＧ排出量でもう少し拡大したものですけれども、２０５０年で見ま

すと、緩い目標でいくと、プラス、世界全体ですけれども、プラス１３％でもいいけれど

も、厳しい方でいきますと、マイナス７０％程度が必要になってくるということです。 

  このときに、では日本にどれぐらいの削減が求められてくるのかというものを見たものが、
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１９ページ目の絵になります。これは何をやっているかと申しますと、２０５０年のこの

世界の排出経路の中で、限界削減費用が世界で均等化するときに、日本がどれぐらいの分

担になるのかということです。限界削減費用均等化というのは、この温暖化対策、１８ペ

ージ目の排出削減目標を世界で最も安価に実現しようと思うと、どれぐらいの削減が日本

に求められるのかということを示したものです。 

  １９ページ目を見ていただくと、２０５０年の断面、約束草案が２６％削減ですけれども、

２０５０年になりますと、緩やかな方の目標でいくと、全部、２℃目標は担保しているわ

けですけれども、不確実性があるので、幅があるということでございます。上でいきます

と、プラス０％というケースもありますけれども、下でいくと、８０％削減という形で、

日本政府が出した温暖化対策計画の中で８割削減ということがうたわれていますけれども、

それに近い数字も出てくると。ただ一方で、不確実性があるので、もっと緩い目標でも一

応、可能は可能だと。ただ、これは世界全体でみんなが限界削減費用が均等化するような

対策をとったという前提でございます。 

  そうしますと、そのときのエネルギー構成、電源構成がどうなるのかということを示した

のが、２０ページ目でございます。不確実性がありますので、緩やかな目標から、厳しい

目標まであります。例えば一番緩やかな目標、このグラフでいきますと、左から２番目に

なりますけれども、２６ドルと書いています。このケースでいくと、原子力はむしろ減ら

した方が費用効果的だというわけでございます。一方、石炭を相当増やすことが合理的な

対策だということになっています。 

  一方、安全に２℃目標を達成しようとする右側の方に行けば行くほど、厳しくなればなる

ほど、紫色が原子力になっていますけれども、原子力の比率を高めるということが、経済

合理的な対策ということになってきます。石炭を減らしていって、あとＣＣＳ等もつけて

いく。一番右側の４５０ｐｐｍ、これが８割削減に大体該当するものですけれども、そう

いうことをやろうと思うと、電力ではゼロエミッションが必要になってきますということ

で、水素を利用したり、太陽光、風力を大幅に拡大するということが合理的だし、ＣＣＳ

を全ての化石燃料につけて、対策をとるということが必要になって、ゼロエミッションと、

ただ、原子力は４割を超えるぐらいが合理的な選択だということです。もちろんこれが社

会的に成り立つかということは別問題で、これは経済的な合理性だけを見たものですけれ

ども、そういった形の機会が出てくるということでございます。 

  ２１ページ目は、今度は温対計画で書いている８０％減を実現するために、いろいろなケ
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ースで感度解析をしたものです。２１ページ目です。ａのケースは約束草案の電源構成比

率をそのまま固定して、２０５０年の８割削減を達成しようとしたらどうなるのか。ｂの

ケースは、電源構成も最適化すると。ｃのケースは、原子力がフェーズアウトするケース、

ｄのケースはＣＣＳを拡大するケース、ｅのケースは水素を海外からたくさん持ってくる

というケースでございます。そうしますと、右側にＢＡＵ比の削減費用というのが、ＢＡ

Ｕというのは、成り行きケースからの削減費用ということですけれども、ａのケースは実

行可能解ではないと。８割削減はできないというわけでございます。なぜかと言うと、例

えば鉄鋼をつくったり、セメントをつくったり、一部そういうところでＣＯ２を出さざるを

得ない部分がありますので、その中で電源構成をこれでやろうと思うと、実行可能解がな

くなるというわけです。 

  それで、一方、ｂのケースと、ｃのケースを比較していただくと、原子力の価値というも

のが出てきますけれども、７２兆円と５２兆円を引くと、２０兆円分が原子力の価値のよ

うな形になってくるわけです。これは年間２０兆円です。要は８割削減という、非常に厳

しい削減を仮にやろうとすると、これぐらい原子力の価値が出てくるということでござい

ます。他の価値ももちろん、水素やＣＣＳの価値もここで見ることはできるわけです。 

  すみません、ちょっと長くなりました。もうちょっとだけすみません。 

  ２２ページ目、ポイントですけれども、２０３０年までは約束草案のレビューの強化が重

要で、特に新興国の排出削減の取組強化が必要だと。日本の約束草案２６％減は相当厳し

い目標で、そのためには、原子力２０から２２％は確保することは、より一層重要だと。

ただ、２℃目標達成のためには、２０３０年以降の大幅な排出削減が必要ですので、革新

的な技術開発に注力する必要があるだろうと。２０５０年に関しては、日本単独で８割削

減というのは相当困難で、目標の必然性も、必ずしも不確実性ということを考えると、８

割削減に絶対しないといけないということではないので、もう少し柔軟に考えながら、そ

の革新的な技術開発の成功を見ながら、対策をとっていく必要があるだろうというふうに

考えます。ただ、原子力の一定利用というのは、その深掘りが必要だということを考える

と、絶対的に必要なのではないかと考えざるを得ないという状況でございます。 

  それで、最後、電力システム改革と原子力でございます。２４ページ目はポンチ絵で描い

ています。競争環境下で事業者がどういう投資判断をするのかということでございます。

上の方、総括原価主義のもとでは、電気の価値というのは、普通の製品であれば、すぐに

陳腐化するわけです。３年後になれば、携帯、スマートフォンはほとんど価値を持たない
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わけです。電力という商品は、３０年後も１００年後も恐らく価値は変わらなく、電力と

いう商品が成り立っているわけです。そういう状況の中で、総括原価主義というのは、割

とあった、もちろん問題はたくさんあったわけですし、あった仕組みだったわけです。そ

れはなぜかと言うと、３０年後、５０年後も電力という価値が分かっているのだから、そ

ういう中で長期の投資をするということは、非常に合理性があったわけです。一方、電力

システム改革で自由化して市場を導入するということになると、市場参加者というのは、

５０年後、１００年後ということはなかなか見えなくて、普通の事業者で、通常の事業者

でいけば３年後ぐらいがせいぜいで、せめて５年後ぐらいまでしか考えられないわけです。

そういう中で投資判断をしていくというのが市場での行動なわけです。これはスマートフ

ォンの開発とかだったらいいわけです。３年ぐらいしか寿命がないので、それに合ったよ

うな開発をすればいいわけですけれども、電力とかエネルギーというのは違った形の中で

成り立っていると。そうすると、この絵にありますように、ギャップが生まれると。市場

は３年、５年という形で投資するのだけれども、本来であれば、３０年、５０年といった

ような期間で見た方が合理的なわけですけれども、このギャップをどういうふうに是正す

るのかということが重要になってくる。これは普通の用語でいくと市場の失敗と言います

けれども、市場はそんな簡単に、我々、全員が３０年、５０年見て、合理的に行動できれ

ばいいわけですけれども、市場の参加者はそんなことをしないので、そこに失敗が生じる

ので、政府が是正する必要があるというわけです。 

  ２５ページ目は、具体的にどういう失敗が起きるのかということを見たものです。この各

電源のコストということを評価して、これはＲＩＴＥで評価したものですけれども、基本

的にはコスト検証委員会の評価とそんなに大きくは変わっていないと思います。原子力、

石炭、ＬＮＧと書いていますけれども、社会的割引率ケースと書いているのは、割引率

５％のケースで、このケースは大体、総括原価主義のもとでの投資判断と同じようなケー

スです。ただ、高期待収益率ケースというのは、普通の民間企業が投資しようと思うと、

割引率１０％ぐらいは最低でも必要だと。場合によったら、もっと２０％といったものも

必要になってくる可能性もある。さらに、原子力政策が不確実だとして、原子力だけに割

引率が高いということを想定して計算したケースと３つ計算しています。そうしますと、

社会的割引率ケースですと、この温暖化対策費用も含めて考えますと、原子力が一番安い

と。温暖化対策を含めなければ、石炭が一番安いわけですけれども、温暖化対策を含めれ

ば、原子力は一番安くなってくるので、原子力に投資するというのは、温暖化対策も考慮
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すると、一番合理的な選択になるわけです。一方、自由化した中で、競争環境で考えると、

この高期待収益率ケース、割引率１０％になってくると、石炭とのコスト差がなくなって

くるというわけです。これは事業者が投資しようと思ったときには、石炭の方がいいかも

しれないというふうに思ってくるわけです。さらに、原子力政策が不確実で、仮に原子力

だけが割引率が５％ポイント、更に高くて、１５％だとすると、原子力は最も高く見える

というわけです。ただ、これが合理的なのかというと、そうではなくて、原子力政策が不

確実だという政策の曖昧さというか、政策をしっかりしてくれないことによって、そうい

うものが、事業者にとって高く見えるわけであるし、高期待収益率は市場が失敗するため

に高く見えてしまうということですので、それを是正する政策が必要になってくるという

ことでございます。最後はちょっと、モデルで試算したケースということで、今のコスト

で計算すると、どういうことになるのかということを見たもので、温暖化対策をとろうと

思っても、なかなか高い炭素価格をつけていかない限りは、原子力は入ってこなくて、市

場の失敗が生まれてきますと。この市場の失敗をいかに政策的に是正するのかということ

が重要だというわけです。これは決して原子力を助けるということとか、原子力だけに肩

入れするということではなくて、これは市場が失敗するので、それに対する、政府がちゃ

んとした長期の視点、温暖化対策の視点を持って、対策するために政府が介入すべき事項

だろうと考えているわけです。 

  ちょっと時間になったので、まとめだけ御紹介させていただきます。３０ページ目は、こ

れは言うまでもございませんけれども、３Ｅ＋Ｓの総合バランスが必要だと。原子力事故

というのは、非常に悲惨な事故を起こしたわけですけれども、それはリスクを過小に見て

しまったということだというふうに私は理解しています。ただ、原子力のリスクだけがリ

スクではなくて、温暖化のリスクもあって、それを過小に見て、また失敗をしてはいけな

いし、エネルギー安全保障のリスクもあって、これを軽視してしまうと、いざというとき

に、またリスクが発現してくるかもしれないと。あと経済についても同様だということで、

総合的にリスクが顕在化しないうちにちゃんと対策をとるということが、福島原発事故か

らの教訓ではないかと考えている次第です。 

  ３１ページ目、まとめですけれども、温暖化は確実に進行していて、リスクが増している

可能性が高いと。地球温暖化リスクを含めた総合的なリスク管理が必要だと。パリ協定は、

２℃目標、そして、２１世紀後半、実質ゼロ目標に言及しました。ただ、２℃目標といっ

ても、その排出許容量には大きな不確実性があるので、賢いリスクマネジメントが必要だ
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と。ただ、気温安定化のためにはいずれは排出ゼロが必要なので、大幅な排出削減に向け

た流れは決定的だというふうに考えています。 

  日本の２６％削減目標は、国際的に見ても意欲的な目標だけれども、若干、無理をした目

標だということでもございます。そういう中で、約束草案の実効性を高めるために、国際

的なレビューは重要だと。エネルギーミックスは国内目標ですけれども、ただ、それとリ

ンクづけられたＣＯ２排出削減目標というのは国際誓約になっていますので、エネルギーミ

ックスが実現できないと、ＣＯ２目標も国際誓約も実現できなくなるかもしれないというこ

とで、国際誓約をしっかり守る努力は必要だろうと思います。 

  あと環境と経済のバランスをはかることは絶対的に重要で、そうしないと、持続的な対策

は不可能なので、厳しい排出削減目標を言ってみたところで、実現は不可能だと。そうい

う中で、エネルギー構成においても、バランスをはかることは絶対的に重要で、省エネの

進展、そして、再エネ拡大は非常に重要だと考えています。 

  ただ、それらのみによって、国際的に求められるような大幅な排出削減が、これは経済を

考えなければ、もう再生可能エネルギーがいっぱい出るとか、それでＣＯ２だけを減らすこ

とは可能なわけですけれども、ただ、経済との調和ということを考えたときには、原子力

も対策のオプションの一つとして、極めて重要だと考えています。 

  電力システム改革のもとでは、事業者は短期利潤追求になりやすいので、市場の失敗が起

こる可能性があります。市場の失敗を是正するような政策的措置が必要で、また、エネル

ギー、原子力政策の予見性を高めることも非常に重要だということです。 

  すみません、ちょっと長くなりましたが、以上で終わります。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、質疑を行います。 

  阿部委員からお願いします。 

（阿部委員）どうもお話、ありがとうございました。私は環境気候問題は素人でございまして、

原子力エネルギーと関係あるので、それなりにいろいろ興味を持って、勉強していますけ

れども、ということで、いろいろ基本論からお伺いしたいと思うのですが、一つ、秋元先

生はＲＩＴＥという研究機構で働いていらっしゃるのですけれども、この機構の年間予算

は幾らぐらいでございますか。 

（秋元氏）年間、全体の予算は、ちょっとすみません、正確な数字はないのですけれども、ざ

っと、大分最近減っていますので、三、四十億ぐらいだったと思います。３０億ぐらいで
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すかね、最近、もう少し少ないかもしれません。大きな予算はＣＣＳの開発をしています。

ＣＣＳの開発、二酸化炭素の回収貯留の開発、そして、バイオエネルギー開発をしていま

すので、むしろ原子力のライバルの技術開発をしている研究機関です。 

（阿部委員）それで、三、四十億、かなりの額でございますけれども、これは資金源はどこで

すか。政府ですか。経産省か環境省か、あるいは民間の電力会社とか。 

（秋元氏）基本的には、ＮＥＤＯも含めて経産省の予算が大部分です。民間予算に関しては、

非常に少ないです。バイオエネルギーあたりに関しては結構、まあまあありますけれども、

それでも、全体に占める割合はかなり小さいという状況です。 

（阿部委員）次にこの温暖化でございますけれども、２０１５年世界平均で史上最高の記録に

なったと。史上というのはいつからですか。 

（秋元氏）基本的には、計測してからということになっていますので、このグラフでいきます

と、この計測からすると、１８９０年からということでございます。 

（阿部委員）つまり、せいぜい過去２世紀間の変化だということですね。 

（秋元氏）そのとおりです。 

（阿部委員）きっと、もっと長い時期をとれば、氷河期とか、温暖化、寒冷化を地球は繰り返

してきていたのですね。 

（秋元氏）そのとおりでございます。寒冷化の時代もありますし、温暖化の時代もありますし、

それはいろいろ繰り返していると。ただ、人類が文明的に営み始めてからは、それほど大

きな変化は起きていないということだと思います。 

（阿部委員）いろいろなところで温暖化の影響がこういうふうに出ていると。それは人為的な

ものであるということは、ただし、大きな不確実性があるということでした。 

（秋元氏）人為的な起源であるということに関しては、人為的に温暖化が起こっているという

ことに関しては、かなり確からしいというふうに言えると思います。ただ、その程度とい

うことに関しては、かなり不確実だと。しかも、具体的にどの事象がどういうふうに結び

ついているのかということまでは科学的には今の中では言い切ることができないという状

況です。 

（阿部委員）そうすると、太陽の黒点の活動の上下によって、かなり地球の気温が変わってき

ているという説がありますよね。 

（秋元氏）はい。 

（阿部委員）そういった観点からすると、不確実でありますけれども、同時に温暖化ガスの排
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出だけが、この地球の気温の上下の唯一の理由と見るのでしょうか。それとも、他の要因

もあると見るのでしょうか。 

（秋元氏）当然ながら、別の御指摘のように、黒点の影響や他の影響はかなり大きいというふ

うに見られていますので、人為的なＣＯ２排出だけがそれを大きく決定しているということ

はあり得ないと。要は、例えば４ページ目で見ていただくと、これも、このグラフによく

批判があるのは、１９４０年から１９８０年あたりは、むしろ緩やかに下がってきている

わけです。これは、その間もＣＯ２排出量は増えて、ＣＯ２の濃度は一様に上がってきてい

るわけですけれども、この間は横ばい、若しくは緩やかに低下傾向だと。そういう中で、

ＣＯ２だけが全部を決めているわけではないと。更に言いますと、２０００年から２０１０

年ぐらいも横ばい傾向にあって、これはハイエタスと呼ばれていたわけですけれども、そ

ういう状況は起こるということです。ただ、全体としてのトレンドという部分に関しては、

人為的なＣＯ２排出からでないと、ほとんど説明することができないというのは、多くの合

意事項だろうと、多くの研究者の合意事項だろうというふうに思います。 

（阿部委員）つまり地球温暖化ガスの増加というのは、非常に大きなトレンドとして、ゆっく

り起こっているわけで、それがこの１０年前、２０年前と比べて洪水が増えたからと、こ

れが温暖化というのは、科学的にはいかがかという議論もありますよね。 

（秋元氏）はい。もちろんそういう議論はあって、ただ、トレンドとして見ると、かなり頻発

しているということは、過去との比較ということで、頻発しているということは事実だろ

うというふうに、それを観測している部分であったら事実だと。ただ、私の立場は、それ

を全て温暖化に結びつける議論は間違って、科学的にはそこまで、今のところは分かって

いないし、ただ、リスクがそういう形で増しているということに関しては、留意を払って

おく必要があるだろうというふうに考えている次第です。 

（阿部委員）６ページ目で、海温も上昇しているということですが、当然、海温の方は、ここ

にもありますけれども、温度が上がれば、蒸発によって上昇効果がある程度抑えられるわ

けですね。それから、氷河とか氷が融（と）けて、またそれも緩和するということになり

ますけれども、例えば気温が１℃上がったとすると、海水は何℃上がるのですか。この相

関関数は何かありますか。 

（秋元氏）そこはすみません、私はそこの専門家ではないので、どれぐらい上がるかというこ

とは。ただ、循環があるので、海温のところは気温が上がって、大気中の気温が上がると、

海水に吸収されて、どこぐらいまで、深部まで回ってくるのかと。だから、そういう中で、
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時間おくれもあって、はっきりしたことは明確には言えていないという状況だろうと思い

ます。 

（阿部委員）今、トランプ政権も誕生しますし、そこの環境庁長官の人とか、地球温暖化の説

そのものに非常に強い疑いを持っている方はいろいろいらっしゃいますよね。そういう

方々が言う一つの議論は、温暖化の議論というのは、そもそも気候を専門に勉強している

人たちがやっている議論なのだと。そういう人たちは当然ながら、警鐘を大きく鳴らして、

大変だ、大変だと言えば、自分らのところにみんな寄ってきて、研究のお金も出してくれ

るということで、自己利益のためにそう言っているのではないかという議論もありますけ

れども、秋元先生はそういう意味では何の専門でいらっしゃいますか。 

（秋元氏）私はエネルギーシステムの専門ですので、エネルギーシステム全体をどういうふう

にシステムとして対応戦略を考えるべきなのかと。そういうのは数理モデルをつくって、

全体の整合性を見た形で分析を進めるというのが私の専門です。 

  よって、その専門的な見地から言っても、若干、気候変動を煽（あお）り過ぎるような論

調も一部であることに関しては、私はむしろ批判的でありまして、そういう煽（あお）り

というのは、分かっていない、科学的に完全に分かるというのはなかなか難しいですけれ

ども、ただ、それを言い過ぎるという部分に関しては、時たま、私も懸念を持つことは多

くあるという中で、私はだから、そうではなくて、不確実性はあると。ただ、分かってい

ることもあって、人為的なＣＯ２排出によって、気温上昇は起こっていることは間違いない

だろうと。ただ、その不確実性の幅は非常にあって、そこに対して、いろいろ懐疑論の方

もいらっしゃるけれども、懐疑論の論調を見ても、必ずしも人為的なＣＯ２排出によって、

気温が上がらないとまで言っている人は、意外と多分、恐らく最近の中ではほとんどいな

いのではないかと思います。よく読むと、やはりそれは低いのではないかとか、そういう

議論であって、だから、ここの７ページ目で示しているように、ただ、ＩＰＣＣも幅を持

って示していると。ただ、幅を持って示しているのだけれども、それを解釈する人が、そ

こで研究費をもらっている人なのかどうか分かりませんけれども、そういう人の中には、

非常に厳しいところの、ここでいうと、厳しめのところばかり強調される方は、若干たま

にいらっしゃる方がいるので、そこに関しては留意が必要だろうと考えている次第です。 

（阿部委員）私はこの議論をずっとフォローしていますと、思いますのは、例えば、アメリカ

の前のゴア副大統領なんかが温暖化が大変なのだということでキャンペーンをして、大変

なサポートメントなのですけれども、何か例えば、南極の氷が崩れて融（と）けていると。
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ホッキョクグマがいるところがなくなるというようなのがよく出てきます。それから、海

面が上昇して、太平洋の小さな国で、浅いところは住めなくなると。日本でも洪水が増え

ると。 

  それで、私がはたと思うのは、テキサスで石油を掘って、何十億円を稼いでいる人、サウ

ジで石油を掘って、何十兆円を年間で収入を得ている投資家の人、こういう人たちがシロ

クマがかわいそうだってやめますかね。これは非常に難しい。ですから、これからそうい

う懐疑派が声が強くなる状況においては、大変だという人は、もう少し議論を研ぎ澄ませ

ないと、この議論に勝てないのではないかと思うのです。みんな表向きは大変だ、大変だ

と、そうでございますねと、協力しましょうと言っているけれども、実はそんなに本気で

やる気はない。という人たちを説得するためには、もっと深刻に大変なことになるのだと

いうことを言わないと、僕はどうもかなり世の中の人は説得されないのではないかと思い

ますけれども、いかがでしょうか。 

（秋元氏）私は、ちょっとそこに関しては逆で、余りに大変だ、大変だと言い過ぎているため

に、言い過ぎている人がいるために、そういう逆の反論があると考えていまして、私は事

実をしっかり認識すべきだと考えています。例えばシロクマであると、これに関しては、

やはりシロクマが温暖化によって、恐らく死んでいることも事実だろうと思います。 

  ただ、シロクマ全体がどういうふうに死んでいるかというと、乱獲によって死んでいる方

が圧倒的に大きいと言われています。これを余りしっかり認識しない中で、シロクマだけ

が温暖化によって死んでいるという映像を流して、何となく苦しくなっているという映像

を流してアピールするというのは、私は間違っていると思います。もちろんシロクマを温

暖化によって失うということを非常に嫌だというふうに思う人はいると思いますし、それ

は非常に大事な感情だと思います。おっしゃるように、世界のみんながシロクマのことを

考えて、何億も、何兆円というような温暖化対策をシロクマのためにするのかというと、

それは違うと思いますので、現実にはなかなかそれはできないというふうに思います。一

方、海面が上昇して、島嶼（とうしょ）国が沈むという話もありますし、これはいろいろ

話、ツバルの話なんかがよく出ますし、ツバルは海面が上がってきているのは、むしろ温

暖化によって上がっているのではなくて、これは経済開発によって、空港をつくるために

土地を掘って、そこを盛り上げたと。そうすると、土地が下がったことによって、そこに

海水が入ってきているというのが、大体、事実なわけです。現在、事実なわけです。ただ、

将来、海面が上がらないかというと間違っていて、これも間違っていて、海面は時間おく
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れをもって上がってきますので、将来、１００年後、２００年後になると、確実に沈むと

思います。ただ、今、沈んでいるかと、今、それが温暖化によって起こっているかという

と、私は違うと思っています。ただ、そういうものを煽（あお）ることによって、逆にそ

ういう間違ったことを余り過大に言うことによって、反発が出て、温暖化問題、本来やる

べき温暖化対策がおくれるということを、私は懸念しているという状況です。 

（阿部委員）それで、パリ協定ができて、各国が自分で申告した削減措置を講ずるということ

ですけれども、いろいろ科学者が分析すると、それが全部なされたとしても、恐らく２℃

に抑えるものの半分しか達成できないだろうと言われていますけれども、そうすると、こ

れからどうするのかということが大きな問題になると思うのですけれども、これは私は、

基本的には３つぐらいこれから動きがあり得ると思いますけれども、一つはみんなでまた

集まって大変だと、もっとやらなければいかんということで、みんなもっと厳しい削減策

を合意して帰ってくると。 

  それから、２番目にあり得るのは、西ヨーロッパの国とか、日本もそうかもしれませんけ

れども、これは大変だと、やっぱり一生懸命やらなければいかんということで、まじめに

やる国はやるけれども、例えばアメリカとか、他のさぼっている国はさぼり続けるという

ことで、世界がまじめにやる国とやらない国とに二分されると。それで、結果は担保され

ないという状況が生ずると。 

  もう一つ極端な３番目のケースは、これは大変だと。我々は断固、温暖化を阻止せねばい

かんと。よって、西ヨーロッパとか日本が、やる気のある国はもっと深掘りをすると。つ

まり、さぼっている国の分を埋めるために、もっと厳しく削減すると。この三つぐらいの

シナリオがあり得ると思いますけれども、先生はどの可能性が高いとお考えになりますか。 

（秋元氏）基本的には、どれと言われると難しいんですけれども、これ以上深掘りするという

のは、我々、気候変動の国際会議なんかに行くと、やはりすごく欧州なんかの研究者を中

心に、もっと深掘りしようということを強く言う研究者が多いわけですけれども、ただ、

私はそれは非現実的だというふうに考えています。要は、少なくとも日本や欧州とかにつ

いて、先ほど削減費用をお示ししましたけれども、非常に厳しい削減目標をもう出してし

まっていますので、これ以上、深掘りする余地はないと。では、途上国は深掘りできるの

かというと、なかなかここも強制力があるわけではありませんので、それをやらせるとい

うのはなかなか難しいと。ただ、言い続けることは重要で、もっとやりましょうというこ

とを言い続けることは重要だろうと思います。ただ、できるのかと言われると、なかなか
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難しいというのが私の回答です。 

  では、何をしなければならないのかというと、やはりこれは削減費用を非常にかけて削減

しようと思っても、この温暖化問題は現実にはなかなか解決しないと。要は、削減費用を

負った方が損をするような仕組みになっていますので、なかなか難しいので、これはやは

り安くてＣＯ２が減るような技術開発を成功させない限りは、なかなか長期的にこれを維持

するということは難しいだろうと思っています。これは２００か国も国があって、その中

でみんな主権がある中で、ずっと持続的にやらないといけないわけですから、そうすると、

ある国が非常に厳しい削減目標を負えば、それだけ競争力を失いますので、そうすると、

持続的ではないわけです。それで、やはり緩やかな目標で、恩恵を受けられれば、そうい

う国は「しめた」という形で進むわけですので、なかなかそれを持続的にやろうと思って、

削減していこうと思うと、難しいと。要は、そのためには、では、それを変えるには、や

はり安価に、もう削減した方が、むしろコストが安くてという世界をつくっていかないと

いけませんので、だから、技術開発というのは非常に重要ですし、ただ、技術開発だけで

はなかなか難しくて、私は原子力というのは比較的、もちろん石炭よりは高いですけれど

も、ただ、比較的安価な形でＣＯ２を減らせる技術の一つであるので、もちろん技術開発が

もっと成功して、別のいい技術ができれば、それはいいわけですけれども、ただ、今の再

生可能エネルギーのコストということでいけば、まだそれを実現できるような状況ではな

いので、そういう安価なエネルギー技術開発というものを進めながら、対策をとっていく

しか道がないかなというふうに考えているところです。 

（阿部委員）パリ協定というのができたときに、これは世界各国、みんな参加して、しかも強

制力のある協定ができたということで、称（たた）えられたのですね。私もどこに強制力

があるのかなと思って、読んでみたのですけれども、私は外務省で、最初はこの貿易をや

りまして、貿易は、トランプさんが言うみたいに３５％の関税をかけると、当然、相手は

対抗措置をとるということです。貿易戦争になるのです。そういうところで強制力がある

のですけれども、私は、後半は軍縮をやりまして、この軍縮も守らないと厳しいことにな

って、最後は戦争になるのです。でも、パリ協定を読んでも、何もこの対抗措置をとると

か、ペナルティを課すとか、何もありませんので、どうやってやるのか非常に疑問なので

すけれども、パリはいらっしゃいましたか。そうですか。どこかでそういう議論はないで

しょうか。例えば一つは、ＷＴＯの貿易協定に環境、衛生、その他に関してとる貿易措置

は認められると書いてありますよね。そういう趣旨がありますね。ですから、そういう意
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味においては、例えば、日本がどこか全然、この温暖化対策をやっていない国からの商品

は、安いコストで生産しようと思うと、これは許せないと。よって、関税をかけると。こ

ういうことはできないことはないのです。私がもしトランプ大統領だったらば、中国に対

してやるのだったらば、普通に元安でこれは不当な競争なので、関税をかけるというと、

貿易戦争になりますけれども、おたくは石炭をばんばん使って、炭酸ガスを出していると。

よって、関税をかけるのだというと、これはある程度の正当性を獲得するのです。そうい

う議論は今、パリとか経産省でありますでしょうか。 

（秋元氏）はい。これは国際的にも、そういう議論は出ております。ＷＴＯで関税をかけると

いうのは、あるのですけれども、ただ、割とまだ主流としては、そうは言っても、かけれ

ば、また対抗措置が生まれるだろうということで、貿易戦争になりかねないと。一応、認

められてはいるわけですけれども、ただ、なかなかそのグレーゾーンというか、どこで線

を引けばいいのかというのは難しいので、結局、貿易戦争になるのではないかという懸念

があるわけですので、そういう中では、それをとるというのも難しいのではないかという

議論が今のところはまだ主流だと思います。私も若干そういうことは考えはしているわけ

ですけれども、ただ、現実問題としては、ちょっと今のところ、まだそれをとることは難

しいと考えています。 

  ペナルティという面でいきますと、パリ協定だけではなくて、京都議定書はもう少しペナ

ルティがあったわけですけれども、ただ、実際に起こったことは何だったかと言いますと、

カナダは離脱したわけです。カナダは目標は出していて、途中でできなくなって離脱した

わけですけれども、実際には何のペナルティもなかったわけです。やはりそういう環境の

国際枠組みの中で、実際にペナルティをかけるというのは、相当難しくて、パリ協定に限

らず、京都議定書でさえ駄目だったので、そういう中で、京都議定書の場合は途上国がな

かなか参加しなかったので、ペナルティを緩くして、みんなが集うというような形にした

方が、そこの懸念は十分あるわけですけれども、将来的に向かって、何らか、みんな政務

を出させると。要はあんたのところの目標は非常に緩くてということをみんな言い続ける

ことによって、首脳に対してプレッシャーをかけるというようなことによって、少しでも

ＣＯ２削減につなげていけないかという意図で、こういう枠組みができたということだと御

理解いただければと思います。 

（阿部委員）２０ページです。この温暖化対策、削減の目標別によって、電源構成がこうある

のです。この電源構成は誰が決めているのですか、これは。それとも、コストから逆に合
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理的にこうなるのだということでしょうか。 

（秋元氏）そうです。 

（阿部委員）誰か選択があって、その選択をもとに、これを更に想定しているのでしょうか。 

（秋元氏）すみません、御説明を省きましたけれども、これは経済モデルを使って、経済合理

的な対策をモデルで計算した結果ということです。だから、別の政策というものが入って

いるわけではなくて、既存のもちろん電源構成の寿命とか、そういうものを入れた上で、

各電源のコストを入れて、あとは経済合理的な選択ということでモデルがとれた結果とい

うことです。 

（阿部委員）それで、電力自由化のもとで、温暖化の削減を考えて、電源構成を考えると、原

子力の利用が一つの方法であるけれども、政策不確実性のケース、あるいは割引率、そこ

の観点が入ってくるので、原子力は競争力を失って、合理性から選択されないという、そ

ういう御説明ですけれども、結局、そうすると、それを克服する政策を、手段をとればよ

ろしいのかということが、一つ考えられますけれども、それはどんな方法があるのでしょ

うか。 

（秋元氏）御説明させていただいたように、市場の失敗が生じる部分とか、あと政府の失敗と

いう、政府の方々の中で申し上げにくいですけれども、政府の失敗もあるだろうと思いま

す。そういう中で、まず市場の失敗を是正するというのは、これはどれぐらい合理的な範

囲なのかということは、なかなか評価するのは難しい部分もあるわけです。例えば２４ペ

ージ目はポンチ絵を示していますけれども、ずっと長い部分とこの短い部分との間がギャ

ップになりますので、これを何らかの形で補塡するということが必要になってくると思っ

ています。それはいろいろなやり方があると思いますけれども、一つは補助金のような形

であるかもしれませんし、別の何らかのインセンティブを与えるという部分もあるかもし

れません。そういったものが一つの是正の方策だろうと思います。 

  それで、あと一方で、政府の失敗という部分に関しては、政府がそういうエネルギー政策

に関する予見性が乏しいような状況をつくっていると、なかなか事業者は投資ができない

ということですので、そういう予見性をなるべくはっきりさせるような政策を、長期的な

政策の安定性みたいなものを何らか講じていくということも、非常に重要なことではない

かというふうに考える次第です。 

（阿部委員）ですから、もしその割引率の問題があるのであれば、政府関係の金融機関で低利

の融資をして、かつ、投資のリスクの保証もするという方法があるかもしれません。 
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（秋元氏）そういうのもあるかもしれないです。 

（阿部委員）それは、この価格を比較するときに、例えば石炭については、温暖化対策経費と

いうのは、ここに書いてありますけれども、この２６ページは、いわば二酸化炭素の値段

がここに書いてあります。これはどういう値段、どういうコストを計算した結果でしょう

か。削減させるためには、これだけ上げないと削減しないという、要するに市場メカニズ

ムから来るコストなのか、それとも、対策としては、これとこれとこれが必要なので、積

み上げ方式で出したコストなのでしょうか。 

（秋元氏）２５ページ目で載せている価格は、これはＩＡＥＡのＷｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ 

Ｏｕｔｌｏｏｋが、新政策シナリオと言っている部分で、それぐらい、欧州とか、日本と

かの温暖化対策がほぼ、これぐらいのコストを、今、受けてやっているということを反映

したもので、基本的にはこのとき、欧州の排出量取引制度の高いときの価格は、この３０

ドルに近いような状況ですので、そういったものを仮定して、ＩＡＥＡのＷｏｒｌｄ Ｅ

ｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏｏｋのシナリオはできていますので、その数字を使っているとい

うことでございます。 

  ただ、これで２℃目標に十分かというと、不十分な状況ですので、後でありますように、

２６ページ目にあるような形で、本来であれば、４５０シナリオといったような形で、

２℃目標をもっと安全に達成しようと思うと、もっと高い炭素価格水準が必要になってく

るというような水準です。ただ、これは明示的に炭素税のような形でかけるとか、排出量

取引といったような形でかけるという手段もありますけれども、別に誘導措置のような形

でかける手もあるし、逆に補助金のような形でかける手もあるし、かけ方というのは、い

ろいろなやり方があるので、必ずしも明示的にかけることだけが政策ではないと考えてい

ます。特に排出量取引制度の場合は、市場を使うということですので、市場を使うという

のはなかなか長期の投資に合わないので、先ほどと同様、市場だと非常にフラクチュエー

ションが高いので、そうすると、なかなか長期の投資に向いてこないということなので、

余り適切な方法ではないのではないかなと考える次第です。 

（阿部委員）しばらく前、イギリスのどこかの研究機関が、温暖化が進むと、世界全体で何十

兆円のコストがかかると。たしか海面が上がった結果、堤防を上げるとかいろいろ、ある

いは移転すると、引っ越しの費用とかです。それから、農業生産が、特に乾燥化するとこ

ろで減ると。いろいろなことを計算して、世界で何十兆円かかるというのを出したことが

ありますけれども、ああいうあれから引っ張ってきた数字ではないのですね。 
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（秋元氏）それとは違います。それだと多分、もっと高い炭素価格でやる。これはもう少し現

実の政策を見たような形の炭素価格です。 

（阿部委員）それから、実は麻薬対策というのがありまして、あれは例えばアメリカとか何か

では、あるいは日本でもそうですけれども、一生懸命需要を減らそうと。消費者を抑えて

使わせないようにしようということをやっていますけれども、もう一つは、供給サイドに

攻撃するという方法もあるのです。これはアメリカがコロンビアなんかでやっていますけ

れども、要するに生産者を攻撃して、生産させないと。供給が減れば、消費も減るはずで

すし、そういう意味においては、今やっている温暖化対策は全て、ある意味では消費対策

です。各国が使うのをやめましょうと。それで、誰もサウジアラビアに原油生産やめてく

ださいと言っていませんよね。ロシアに石油生産を減らしてくださいと、温暖化のために

と。ただ、掘った石油、掘った天然ガスは、必ず世界中、どこかで燃やしますね。必ず炭

酸ガスが出るのです。ですから、本当に減らしたいならば、もう一つの方法は、生産を減

らせばいいのです。そういう議論はないのでしょうか。 

（秋元氏）あるかもしれませんけれども、やっぱり主権の問題があるので、自国で対策ができ

るかどうかとなると、生産国であれば、それはできるけれども、ただ、生産国は逆にそれ

で収入を得ているわけですから、なかなか自国でサウジアラビアが、では自国の石油を減

らして、対策をとるかというと、そこで収入を得ている以上、なかなか難しいということ

だろうと思います。 

  ただ、では米国が石炭からシェールガスに変わったのは、それは温暖化対策のために変わ

ったのかというと、そうではなくて、シェールガスが安いからシェールガスにシフトした

わけですので、そういうロジックだろうと思います。だから、安いエネルギーが出てくれ

ば、自国でも生産を変えて、そこのシフトが起こると思いますけれども、高いもの、それ

が安価でもうかるものであれば、やはりつくるだろうと。これは国際的な国の仕組み上、

なかなかそこを強制的に外から縛るというのは、難しいのではないかと考える次第です。 

（阿部委員）ただ、限定的ですけれども、ある意味、例えば今、ヨーロッパあたりで出てきて

いる議論は、石炭をもう使うのをやめようということで、石炭に絞って、そういう石炭を

生産している国に対しては、何か対抗措置をとるという議論が出てきそうな感じがありま

す。 

  それから、先ほどの話でも、例えば自動車の排ガスはいろいろ規制があってやっています

けれども、航空燃料にはほとんど規制がないのです。日本なんかも南米のチリからいろい
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ろ野菜とか果物を輸入していますけれども、あれは環境にとって害があるという議論が最

近出てきていて、そういったものの貿易は規制すべきだという議論少し出てきていますよ

ね。ですから、もうオーバーオール、全般的な対策はできないかもしれませんけれども、

だんだん、そういう個別に、特に悪者は攻撃しようという議論はそのうち出てくるかもし

れませんよね。 

（秋元氏）もちろんそういう議論も部分的にはあるというふうに思っています。ただ、石炭に

ついても御承知のように、では、ドイツで石炭が減っているのかというと、むしろ一時的

かもしれませんけれども、最近、やっぱり原子力を減らす中で、ベースロード電源として

の石炭、そして、石炭は安価ですので、特に褐炭を使うという形で石炭がむしろ増えてい

る状況でもありますので、そう一概に、欧州だからといって、石炭を減らすというような

状況に一概にあるわけではないと。もちろん、ただ、それも代替エネルギーがどれぐらい

高いのかどうかというようなところとのトレードオフの関係にありますので、まだ欧州の

場合は、日本よりもガスの価格は、ＬＮＧで持ってきていないので、安い部分もあるので、

代替が容易なところがあるので、そういうところに関してはシフトが進みますけれども、

そうではないところはなかなか難しいということですし、しかも、世界全体で見たときに

は、中国やインドとか、他の途上国がありますので、そこで融資規制という形で石炭火力

に対して、ＯＥＣＤ等が融資規制をやろうという形にはなっていますけれども、ただ、こ

れもいろいろ議論があった末、高効率な石炭に関しては認めるという形、ただ、そうしな

いと、全部やめるということを言っても、では、先進国が融資しなくても、最近は途上国、

中国がお金をいっぱい持っているので、別な融資をすると。そうすると、結局、もっと悪

い石炭火力をつくってしまって、ＣＯ２はむしろ増えるということになりかねないので、そ

ういう世界全体のバランスを考えた上で、対策をとらないと、なかなかＣＯ２は減っていか

ないということだと思います。 

（阿部委員）どうもありがとうございました。 

（岡委員長）中西先生、いかがでしょうか。 

（中西委員）御説明ありがとうございました。全体的に非常によく分かりましたが、このエネ

ルギー戦略と課題ということを考えるときに、やはり足もとのデータが欲しいと思います。

例えば、日本で現在まで、どのくらいの１次エネルギーが使われてきているかというデー

タを捜しても、２０１５年までのグラフがほとんど見つからないのです。２０１１年付近

で切れてしまい先が判（わか）りません。省エネ対策は随分行われてきていますし、人口
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も減ってきましたし、実際にエネルギーの使用量が減ってきてるのではないかとも思われ

ます。ですから、その傾向に基づいて、どのくらい１次エネルギーが必要で、さらに、２

次エネルギーである電気エネルギーがどのくらい必要になるかというグラフが提示できる

と議論がもっと具体化されると思います。多分、ＲＩＴＥさんではお持ちだと思います。 

  また、二酸化炭素の排出量はとても大切なことですが、それを伺う前に、やはり足もとの

データということで、例えば製造業では、どういう業種が伸びていくと予想され、それに

基づき、エネルギーがどう使われていくのかを示していただければと思います。例えば最

近、ＩｏＴを始めとし、インターネットなど情報関連の業種が伸びていますが、それに合

わせて、エネルギーをどのぐらい使われるのかという見積りも大切だと思います。単に鉄

鋼生産や自動車がどう伸びているのかを示すだけでなく、もう少しエネルギーからみた内

訳はございますでしょうか。 

（秋元氏）すみません、ちょっと今日は時間が限られていたこともあって、余りそういうとこ

ろのデータをお示ししていませんけれども、我々はモデルを使って評価していて、そうい

う中では、各国、各国といっても、世界を５４地域ぐらいに分割して、日本についても見

ている状況です。そういう中で、部門ごとにどれぐらいのエネルギー消費が今、あって、

今後どれぐらい見込まれるのか、そして、そこから、ここからＣＯ２がどれぐらい出てくる

のかということを、全部、計算した上で、先ほどの結果が出ているということでございま

す。 

  御指摘いただいたように、今後、人口が減っていく中で、日本の１次エネルギー消費量は、

普通に、成り行きでも若干減っていくというふうに我々も見ております。ただ一方で、電

力消費量に関しては、それなりに伸びるだろうと。伸びるというのは、緩やかにですけれ

ども、要は経済成長するからには、何らかのエネルギーが必要になってくるということの

中で、電力にシフトしていくというのは、大きな世界の流れは、非常にそのまま続いてい

るというふうに見ています。ただ、では、短期的にどうなのかということを若干、精緻に

見ますと、電力消費量、日本もそうですけれども、日本において、先に英国の話をさせて

いただきますけれども、英国も電力消費量はここは急激に横ばい、若しくは低下傾向にあ

る。電力消費量でさえ、低下傾向にあるわけです。 

  ただ、ではこれが何で起こっているのかということを、よく分析しますと、大部分は製造

業が外に出て行ったと。代わりにサービス産業に変わった。やっぱり製造業の方が電力と

かエネルギー消費量が多いので、それによって、電力消費量が下がっているというのが非
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常に強い部分です。ただ、それ以外もあって、何がうまくいったかと言いますと、冷蔵庫

は高効率な冷蔵庫を使うとか、高効率な照明を使うという形で電力消費量は減っています。

これは冷蔵庫の消費でいきますと、１５年前の冷蔵庫よりも、今の冷蔵庫は３倍ぐらい効

率がいいので、そこの置きかえが進む中で減っていますし、ＬＥＤ等に変わって、英国の

場合は、もともと白熱灯が多かったので、そこが蛍光灯に変わるだけでも結構減っている

ということで、そういう中で、電力消費量も減っていると。ただ、では、後者の方の照明

とか冷蔵庫がいつまでも続くのかというと、そこは置きかえが効率が変わっていくと、い

つまでも効率が上がるわけではないので、そうすると、ある程度、底を打つだろうという

ふうに見られるわけです。そうすると、では下がる要因は何かというと、製造業を追い出

せば下がるけれども、経済がある程度いい、経済成長をしようと思うと、何らかの形でエ

ネルギーが必要です。特に電力が必要だということになると、ある程度電力消費量は上昇

することを見込まざるを得ないのではないかと。 

（中西委員）日本の場合はどうでしょうか。 

（秋元氏）日本も基本は同じような状況、ちょっとデータが直近のところが余りないので、ま

だこれから精緻に見ないといけないわけですけれども、やはり直近を若干、震災後の状況

を見ますと、若干出てきているデータから見ますと、やはり製造業が少し減ってきている

だろうということです。これはやっぱり電力料金が上がる中で、若干、そういう傾向が見

られるので、これに対してどういうふうに対策を打っていくのかというのは、もちろん別

の産業が生まれて、そういうところで成長するというのであればいいわけですけれども、

一方、アベノミクスの中で経済政策を打っている中で、経済成長が潜在的に少し上がって

いる部分もありますので、それを一方で抑えている部分があるだろうと。これをしっかり、

要因を見ないと、長期的に考えると製造業は出て行って、なかなか難しい状況が見えるの

ではないかということです。 

（中西委員）先ほど申し上げましたＩＴ技術が進むというのは、どれぐらい影響があるのでし

ょうか。 

（秋元氏）これは私としては、この可能性というものは非常にしっかり見る必要があると思い

ます。ＩＴによって産業をしっかり発達させて、より省エネルギーを進めていくというこ

とは、可能性はあると。ただ、では、やっぱりそうは言っても、エネルギーマネジメント

ですから、マネジメントによって減る部分は、そんなに実質的に大きいわけではないとい

うふうに考えていますので、そういう中で考えると、ある程度経済成長すると、電力消費
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量等が、潜在的に上がる要因が出てくるだろうという。 

（中西委員）そういう意味ではなくて、ＩＴ産業が盛んになるということ自体が、どのくらい

エネルギーのシェアを増やしていくのでしょうか。 

（秋元氏）もちろん、ＩＴ、その中身にもよりますけれども、電力消費量が大きいので、そこ

が増えれば、電力消費量も増していくということでございます。ただ、エネルギー全体と

して見ると、産業という面、ＣＯ２という面で申し上げますと、エネルギーという面で見る

と、エネルギー多消費産業に比べると、ＩＴ技術というのはそんなにエネルギー消費量は

大きくないので、そういう面では、そこが下がると、先ほど申しました、１次エネルギー

という部分でいきますと、それなりに下がってくる可能性はあるだろうということです。 

（中西委員）人間が増えて、何か活動をすると、悪い影響を地球に与えるというのは誰でも想

像がつくのですが、戦略と課題と書いてありますから、技術革新の方向は、やはりもっと

エネルギーを使わないような方向に、開発していってもいいのではないかと思います。今、

なぜＩＴ関連産業にこだわったかと言いますと、この前、新聞に京コンピュータを使って、

勝負に勝てる人工知能の計算をするには１，０００万ワット必要だけれども、人間の頭は

１０ワットくらいしか使っていないと書かれていました。人間は他にもいろいろなことを

考える、つまり人間の頭はもっと少ないエネルギーで上を行っているわけです。ですから、

産業ももっとエネルギーを使わず、同じようなことができるような方向を模索することが

大切だと思います。２０５０年、２１００年などずっと先を言われているので、こういう

技術開発の芽をうたってもいいのではないかと思います。 

（秋元氏）それは極めて重要なことで、我々もそういう革新的技術というのが非常に重要で、

やはり将来を考えたときに、ＩＴや人工知能なんかと何らか結びついた形で省エネルギー

を推進していくとか、それだけではなくて、何かそれが製品の開発に非常にいい影響をも

たらして、よりエネルギーを使わない製品をつくり出すというようなことは非常に重要な

ので、日本政府もＳｏｃｉｅｔｙ５．０というような概念も打ち上げてこれは非常に大事

な概念だと思っていまして、そういういろいろなものを融合した中で、その中で、ベース

にあるのはＩＴ技術であって、そういうものを誘発することによって、削減していくと。

エネルギーを削減していくということが大事だろうと思います。 

  ただ、それが今、約束されているのかというと、約束されていないので、そういう技術開

発に注力しながら、その技術の状況を見て、エネルギー政策を打っていくということが大

事ではないかと考えています。 
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（中西委員）全体を観（み）ますと、無駄な開発もすごく多いように思えます、無駄なという

と少し言い過ぎかもしれないのですが、そういうものもきちんとセレクトして育ててほし

いと思います。必要な産業について、省エネ、つまりエネルギーの新しい使い方を、是非

示してほしいと思います。ＲＩＴＥさんでしたら、こんなことを打ち出すことは相当イン

パクトがあると思いますので、お願いしたいと思います。 

（秋元氏）御指摘ごもっともで、無駄な開発も非常に多いと。私の専門は、先ほど申しました

ように、システム的な評価ですので、全体システムとして、それぞれ重要な技術はたくさ

んあるわけです。ただ、それはどれぐらいのポーションを持った技術なのかとか、技術の

開発過程が、段階がどうなのかとか、全体をシステムとして見たときに、その役割がどれ

ぐらいあるのかということを評価していくということが大事だと考えていますし、そうい

うことも、我々としてはやっているということでございます。 

（中西委員）どうもありがとうございました。 

（岡委員長）ありがとうございました。私も幾つか御質問させていただきます。 

  大変包括的にいろいろ教えていただきまして、ありがとうございます。 

  最初に伺いたいのは、実はここのところは文献なのですが、有馬純先生とか、以前に澤昭

裕さんが、原子力は地球環境対策にとって重要であるとおっしゃっていて、伺っていたわ

けですけれども、理由が必ずしもよく分かってなかったのですが、有馬先生の「精神論抜

きの地球温暖化対策」という本を読んだら、おっしゃった理由が頭に入ったというか、そ

ういうことがあって、大学の教員でしたので、人の話だけ聞いて決めるということをして

おりませんで、ちゃんと全体を理解して考えるということをしております。そういう意味

で、日本語の本で有馬先生の本は非常に勉強になったのですが、何かいい本が他にあるの

でしょうか。 

  もう一つは、海外の経験が非常に重要だと。固定価格買取りで５０兆、８０兆の負担を生

じているのは非常にまずいと。そういうことを何で分かっていなかったのかと。これは国

民にも知らせないといけないしということがあって、海外の再生可能エネルギーの導入、

あるいは電力料金、そういうものの情報というのはどこにあるのか、エネルギー機関とい

うのは、ＯＥＣＤにありますけれども、そういうところにあるのかどうか。どういうもの

が、あるいは本としていいものがあるのか、そのあたりがもしございましたら教えていた

だきたい。 

（秋元氏）文献と言われると、すぐ手に入るような文献というのは、そうなかなかさっとは思
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いつかないのですけれども、国内の文献についても、私も、今もお話にありましたように

澤先生の本とか、有馬先生の本はしっかりいろいろな情報を包括した中で書かれているの

で、非常にしっかりした本だというふうに考えています。ちょっとそれ以外に、ぱっと思

いつくものも、もし後で思いつけば御紹介させていただきたいと思います。 

  海外の事例についても、これもなかなかやっぱり難しくて、やっている人はなかなか失敗

を認めたくないのだろうと思うので、そういう失敗のことをなかなか書かないので、なか

なかこれといったようなものはさっと思いつかないわけです。 

  では、実際に、我々はだから、そういう中でいろいろな海外の情報とかデータを分析して、

何が起こっているのかということを精緻に見ているつもりです。先ほど申しましたように、

ドイツ、イギリスあたりは、再生可能エネルギーの固定価格買取り制度や再生可能エネル

ギー補助によって、非常に再生可能エネルギーが増えてきているわけですけれども、ただ、

増えているといっても、実際にはそんなに大きくはなくて、例えばイギリスでも結局、増

えているのはバイオマスであって、なかなか風力、太陽光発電というのはそんなに増えて

いるわけではない。一方、負担は非常に大きくなってきていて、負担に耐え切れなくなっ

て、制度を変えているという状況ですので、そういう事例をしっかり学んで、我々は対応

していく必要があるのだろうと思います。 

  もう一つ申し上げていくと、例えばイタリアの例を申し上げたいと思いますけれども、イ

タリアで何が起こっているかと言いますと、イタリアは自由化していく中で、ガスシフト

が非常に進んだわけです。それで、ガスシフトが進んだ中で、ＣＯ２も減っていったわけで

すけれども、ガスばっかりになってしまったと。そうすると、今度はガス料金が非常にそ

の後、大きく上がった。これは市場化なので、安いときはみんなガスに飛びつくわけです。

結果として、後になってガス価格が上がってくると、物すごく負担になって、電気料金が

急激に上昇するという状況です。そして、原子力もやらないという選択をしましたので、

そうすると、何が起こっているかというと、イタリアの経済を見ますと、特に電力多消費

産業に関しては、成長率がぼろぼろになっているわけです。もう全然、成長率が悪くて、

それで、イタリア経済全体もマイナス成長というような状況に陥ってしまっているわけで

す。これはだから、成り行きで、その場で近視眼的なエネルギー政策を打つと、いかに長

期的にわたって、経済全体に対して非常に大きな影響を与えるかという、非常にいい例だ

と思うのですけれども、そういうことをしっかり学んで、我々は対応をとっていく必要が

あるのではないかというように考える次第です。 
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（岡委員長）ありがとうございます。ちょっと順番に個別の話を。限界削減費用は日本はスイ

スに並んで世界で一番高い。ただ、限界削減費用と言われても、国民の家計にとって、一

体どういう負担なのかということがなかなか分からない。これもマクロな分析ですから、

例えば、有馬先生の本には、２０５０年に８０％削減を目指そうとすると、家計で年間８

０万円の負担だと書いてありまして、これは大変だなと。何でかというと、これは税金だ

と累進ですけれども、８０万円という電気代、エネルギー全体ですけれども、それが全部

上がると、一番収入の低い人たちがとても生きていけない状態になるということですよね。

ですから、そういう形で何か話をしていただけると、非常に分かりやすい。原子力委員会

としても、国民の負担という視点で物を見るのが中立と言いますか、結局、産業にもいい

と思っておりまして、私自身はそういうふうな見方をしているのですけれども、限界削減

費用もとても高くて、こんなのではということはもちろん言えますけれども、それを国民

の負担に焼き直していただけると、焼き直し方はいろいろあるかと思うのですけれども、

非常に分かりやすいと思います。 

  それから関連して、１９ページなのですが、日本の限界削減費用もめちゃくちゃ高いです

から、２０１３年でトンＣＯ２当たり３７８ドルですね。ただ、これは日本人の習性だと思

うのですけれども、２０５０年は２０３０年の約束草案より深掘りが必要と、深掘りって

要するにもっと下げていくことが必要だろうということを書いておられると思うのですけ

れども、８０％削減というのは東電福島原発事故以降見直されていない。２０３０年の目

標は、基準年は２０１３年でしたから、見直したとも言えると思うのですけれども、８

０％削減というのは、事故の前に言っていた話で、事故で、原発が止まってエネルギー供

給構造が変わったのに見直されていない。それを日本では閣議決定までしてしまうという、

閣議決定をしてしまっていると思いますが、それはおかしいということを言わないといけ

ないのではないかなと。 

  要するに国会議員の方も、御存じないのではないか。例えば固定価格の買取りの、あんな

負担のことを御存じないのです。それで、我々も専門論文しか出てませんので、調べない

と分からないし、メディアも書かないしということがあって、何というか、日本人はまじ

めだから、つい全体の流れに頭が引きずられるのですが、本来、これはちょっと全体を読

むと、余り短い言葉で言うとまずいかもしれないのですけれども、地球温暖化対策は国益

をかけた経済戦争という言葉があって、国民の生活がちゃんとやっていけるという前提で

これが可能になるので、深掘りが必要とここに書かれておられるところが、私は日本人の
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特性として、こういうことはよくあるのだけれども、非常に危惧を感じておりまして、イ

ーブンで世界でやってよとやるのが基本ではないのとちょっと思うところがあるので、そ

のあたりはいかがでしょうか。 

（秋元氏）ちょっとまず、今、頂いたものに関して御説明させていただきますと、１９ページ

目の深掘りが必要と書いているのは、これはパリ協定に約束草案、要は２０３０年目標よ

りも先に行くには、そこよりも深掘りしなさいということが、パリ協定に書かれているの

で、そういう書き方をしています。ただ、実際には、私もこの２６％削減目標が、事態が

他の国に比べて相当厳しい目標ですので、それが本当に可能な状況にあるのかどうかとい

うのは、いろいろ議論をすべきだろうと思っています。ましてや、８割削減というのは、

御指摘いただいたように、もとは原子力の事故前に策定したものであって、しかもそのと

きのＩＰＣＣの報告書の中に、どういうことかというと、それは前の、今のＩＰＣＣの第

５次評価報告書ではなくて、第４次評価報告書に、２℃目標相当だと、先進国は６０から

８０％削減の分担になるべきだと。なるべきというか、それも条件があって、１人当たり

排出量を世界全体で２０５０年に均等化しようとすると、それぐらいの数字になりますと

いうことでしかなかったわけですけれども、そのうちの８割減という数字だけをとってき

て、日本の８割減目標ができていますので、そういう成り立ちの注意からしても、見直す

べきものだと考えています。 

  ただ、一方で、世界で各国が８割減という数字をいろいろ言ったりも先進国もしています

ので、これも無視する目標でもないと。だから、私の考えとしては、こういう幅がある中

で、いろいろ技術開発も成功、先ほどＩＴの技術の話がありましたけれども、そういう技

術の開発の成功とか、もちろん原子力の重要性とか、そういうことも踏まえながら、この

目標を柔軟にもう少し幅を持った中での戦略として考えていくべきだというのが私の考え

でございます。 

  国民負担の形で見えやすくということは、確かにおっしゃったように、ちょっと限界削減

費用というのは、非常に専門的な用語で、難しい形ですので、そういう形でも是非示すよ

うにしたいと思います。 

  一方、ＲＩＴＥでは、今、電気料金の上昇で、どれぐらい国民負担が生じているのかとい

うことに関しては、いろいろこれまでも情報発信をＲＩＴＥのホームページ等を通じてや

っておりました。また、家庭部門だけでの負担だけではなくて、家庭部門もいいのですけ

れども、家庭部門だけではなくて、この電気料金上昇というのは、やはり製造業、産業を
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どういうふうに弱体化させるかということとセットで考えないといけなくて、家庭部門の

電気料金上昇は、全体の負担の４分の１とか３分の１でしかないので、全体として見たと

きにどうなるのか、しかもそれが国際競争にさらされているような状況であれば、また非

常に影響が大きいわけですから、そういうものを包括した形で国民に伝わるようにして、

本当に別に、私は原子力を強く支持している立場でも何でもないので、ただ全体としてど

ういう状況が起きるのかということを国民にしっかり伝えていくことが大事だろうと考え

ております。 

（岡委員長）続けて御質問させてください。 

  ２１ページですけれども、この分析ケースですけれども、これは電源構成最適化と表題に

ありまして、これはエネルギー全体ではなくて、電源だけの話なのでしょうか、２０兆円

というのは。 

（秋元氏）すみません、２１ページ目で申し上げますと、全体を最適化しているのですけれど

も、ａのケースでいくと、電源構成に関しては、経済とかＣＯ２以外にもエネルギー安全保

障の問題等があると思いますので、それに関して、考慮をするために、仮に約束草案の比

率をこのまま、電源構成に関しては固定した場合にどうなるのか、ｂに関しては、それは

もう自由にコストが最小になるように決定していいということにした場合がｂのケースに

なります。そうしますと、もう少し安い解が出てくるということでございます。ａは実行

可能解がないので、コストが出ていませんけれども、これはだから、コストが無限大とい

うことになっています。 

（岡委員長）原子力は電源だから、電源構成のところで考えたと。それがあれば２０兆円であ

ると、そういうことですね。 

（秋元氏）はい。そういうことです。 

（岡委員長）分かりました。ありがとうございます。 

  あとは、２５ページの原子力政策不確実ケースというのは、これは私どもの課題だと思う

のですけれども、これはちょっと質問ではなくて、私どもこれは非常に重要だということ

なのだと思うのですけれども、これについては、原子力委員会も大きな責任があると思っ

ております。 

  あとパリ協定は、Ｎａｔｉｏｎａｌｌｙ Ｄｅｔｅｒｍｉｎｅｄ Ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉ

ｏｎｓと言っていまして、Ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎなのです。それで、目標という言葉

をよく使われて、何かやるときは目標という言葉の方がやりやすいのですけれども、実際
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はＣｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎという言葉の方が正確なのだと思うのですが、そのあたりの

使い分けが必要なのではないのかなと。要するに、国民の意識としては、もう目標になっ

てくると、これはもう変えられないと。貢献と言われると、実際は貢献なわけですから、

貢献という言葉の方がいいのではないかと思うのですけれども、このあたりは使い分けと

いうのは。 

（秋元氏）一応、使い分けは、普通、Ｎａｔｉｏｎａｌｌｙ Ｄｅｔｅｒｍｉｎｅｄ Ｃｏｎ

ｔｒｉｂｕｔｉｏｎｓと言った場合には、排出削減目標も含めた包括的な貢献という意味

で使うことが多くて、これは緩和策だけではなくて、適用策なんかも含まれている場合も

ありますし、その他、海外への貢献であるとか、海外の途上国への支援とか、そういうも

のも含まれて、Ｎａｔｉｏｎａｌｌｙ Ｄｅｔｅｒｍｉｎｅｄ Ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏ

ｎｓと言っていますので、そういう面では、排出削減目標というのは、その一部としてあ

ってもいい、ただ、御指摘のようにこれは必ずしも制約が非常に厳しいものではないとい

う理解はしておく必要があって、いろいろな理由があれば、そこは変え得るというふうに

考えた方がいいとは思います。 

  ただ、そう簡単に変えられるようなものでもないということを認識しておく必要があるの

ではないかと。 

（岡委員長）もう一つは、おっしゃった技術革新の重要性が書かれているということと、これ

は一つの重要なところなので、もう一つは、市場メカニズム、国連の枠組みの外側という

こともないのですけれども、２国間協力の枠組みのところは、有馬先生の本に書かれてい

て、これも一つのやり方だなと思うのですけれども、重要な日本にとってのやり方だなと

思うのですけれども、そのあたりの御意見はいかがですか。 

（秋元氏）まさに国内だけで削減しようと思ってもなかなか難しいと。要は日本の技術を、非

常によい技術を世界に展開することによってＣＯ２を削減できる余地は非常に大きいという

ことだと思います。日本の排出量は、御承知のように３％ぐらいですので、世界全体では

３％ぐらいで、今後、ますます減っていくわけですから、その国内の排出量をがりがり削

減したとしても、世界全体のＣＯ２排出には、大きな影響はないと。むしろ、ＣＯ２を世界

全体で削減できるような技術を開発して、世界に技術を展開していくことが必要だと思っ

ています。 

  その中では、先ほども８割減ということがありましたけれども、８割減ということにこだ

わるのではなくて、若干、国内でＣＯ２排出を増やしたとしても、世界全体でＣＯ２が減っ



－34－ 

ていれば、それは温暖化対策になるわけですから、そういう方策を考えていくべきだと思

います。 

  ただ、では、それだからといって、日本国内の排出を減らさなくていいというふうに、何

かそういうふうに言ってしまうと、これはやっぱり世界のＣＯ２排出削減にとっては悪いこ

となので、しっかり日本国内でも頑張っていきますということ。ただ、余り国内だけに目

をやるわけではなくて、世界全体で削減しますという姿勢が大事なのではないかと思いま

す。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  原子力についてお話をすると、２７ページに書いていただいていて、４割ぐらい必要なの

ですか、２０５０年を見ると。新増設が経済合理的だと書いていただいていて、このあた

りは我々がよく理解しないといけないことなのだと思うのですけれども、これは質問では

ありませんけれども、よく勉強したいと思います。 

  それでは、よろしいでしょうか。 

  それでは、大変詳しいお話をどうもありがとうございました。 

  それでは、議題２について、事務局からお願いいたします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。 

  その他案件でございます。資料第２号の１として、第３５回原子力委員会の議事録を机上

配付いたしております。今後の会議予定でございますが、現在のところ、次回、第２回原

子力委員会の開催日程は決まっておりません。後日、原子力委員会ホームページ等の開催

案内をもってお知らせ申し上げます。 

  以上でございます。 

（岡委員長）他に委員から御発言ございますでしょうか。 

  それでは、御発言がないようですので、本日の委員会を終わります。 

  ありがとうございました。 




